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注意事項

１．はじめに、受験番号（4 桁）・氏名・ふりがなを記入し、受験番号に該当する番号を

マークしてください。

２．解答はすべて、解答用紙（マークシート）に記入してください。

３．各問題とも問題文の指示にしたがって、正解と思う番号を選び、解答用紙（マークシー

ト）の解答欄にその番号をマークしてください。

４．記入は必ず、ＨＢもしくはＢの黒鉛筆またはシャープペンシルで、　　のなかを正

確に塗りつぶしてください（ボールペンは不可）。

５．訂正は、プラスチック製消しゴムできれいに消し、消し屑を残さないでください。

６．解答用紙（マークシート）には所定の記入欄以外には記入しないでください。

７．解答用紙（マークシート）は、汚したり、折り曲げたりしないでください。

時間　90分　　　点数配分　150点

SC経営戦略
第34 期（2025 年度）SC 経営士一次試験問題
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【第１問】〈配点 10点〉              （解答番号は   １   から  １０  ） 

 

次の事項は、「ＳＣ白書2025」による2024年 12月末現在の「ＳＣの概況」及び2023年の「ＳＣの賃料」の調

査結果である。前年との比較において、それぞれ正しい語句を選択し、解答欄にその番号をマークしなさい。 

 

 

【Ａ群「ＳＣの概況」2023年 12月末との比較】 

次の事項は2024年 12月末現在の「ＳＣの概況」である。（１．増加 ２．減少）のいずれかを選択し、解答欄

にその番号をマークしなさい。 

  １   総ＳＣ数は、（１．増加 ２．減少 ）した。 

  ２   ＳＣ総売上高は、（１．増加 ２．減少）した。 

  ３   １ＳＣ当りの店舗面積は、（１．増加 ２．減少）した。   

  ４   店舗面積1㎡当り売上高は、（１．増加 ２．減少）した。 

  ５   １テナント当り売上高は、（１．増加 ２．減少）した。 

 

 

【Ｂ群「ＳＣ賃料の概要」2022年実績との比較】 

次の表は、2023 年の「ＳＣの業種別賃料」の調査結果である。（１．上昇 ２．下落）のいずれかを選択し、

解答欄にその番号をマークしなさい。 

 個別賃料 総合賃料 

物販   ６   上昇 

飲食   ７   上昇 

サービス 上昇   ８   

 

また、業種間の賃料格差について、（１．拡大 ２．縮小）のいずれかを選択し、解答欄にその番号をマークし

なさい。 

  ９   2022年対比で物販と飲食の個別賃料の差は（１．拡大 ２．縮小）した。 

 １０  2022年対比で飲食とサービスの総合賃料の差は（１．拡大 ２．縮小）した。 
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【第２問】〈配点 10点〉              （解答番号は  １１  から  １５  ） 

 

次の文章は、ビジネスにおける「経営理念・ビジョン」に関する記述である。空欄に入る最も適切な語句を下

記の語群から選び、解答欄にその番号をマークしなさい。 

 

 

Ｃｏｌｌｉｎｓ・Ｐｏｒｒａｓ（1995）は、経営理念・ビジョンとは〔１〕コアバリュー、〔２〕パーパス、〔３〕

ミッションの三つの要素で構成されると説明し、経営理念・ビジョンと経営戦略、経営戦術の関係を示してい

る。 

 

    

 

 

 

優れた企業が持つ経営理念・ビジョンとして、「明確さ」と「共有」の二つの条件を指摘し、これらが満たされ

ることで経営理念・ビジョンが初めて真の効果を発揮すると説明している。二つの条件を満たしていない組織

は経営戦略が曖昧となり、対症療法的な経営判断や戦術遂行とならざるを得ないと指摘している。 

 

語群（  １１  ～  １５  ） 

１ 指針 ２ 社会的役割 ３ 倫理原則 ４ 基準 ５ 戦略的 

６ 業務 ７ 戦術 ８ 社会的使命 ９ 存在意義 １０ 大局的 

１１ 指標 １２ 長期的 １３ 行動規範 １４ 実務 １５ 標準行動 

 

  

経営者及び組織体の明確な信念・価値観・(11)行動規範

経営理念・ビジョン

組織の!!""##$$指針と

なる原則と信条

変化することは

ほぼない、普遍的

な価値観

組織が存在する根

本的な理由、(13)

存在意義

""%%%%年にわたっ

て企業の拠り所と

なるもの

組織が目指す明確な

ゴール。組織成員と

登ろうとする高い山

理想的な組織とし

ては、""%%～##&&年で変

化するもの

コアバリュー パーパス ミッション

経営戦略・(14)戦術

内部分析 外部分析 (15)戦略的判断

経営者及び組織体の明確な信念・価値観・

経営理念・ビジョン

組織の　　　　 とな

る原則と信条

→変化することはほ

 ぼない、普遍的な価

 値観

→ 100年にわたって

 企業の拠り所となる

 もの

組織が存在する根本

的な理由、

コアバリュー パーパス

→理想的な組織とし

 ては、10～25年で変

 化するもの

組織が目指す明確な

ゴール。組織成員と

登ろうとする高い山

ミッション

経営戦略・

内部分析 外部分析 判断

１１

１２

１３

１４

１５
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【第３問】〈配点 10点〉              （解答番号は  １６  から  ２５  ） 

 

Ａ群及びＢ群の「経営戦略」に関する問いに答えなさい。 

 

 

【Ａ群】次の文章で正しいものには「１」を、誤っているものには「２」を、解答欄にマークしなさい。 

 １６  複数の事業を展開している企業の全社戦略では、どの事業分野に参入・撤退するか（ポートフォリ

オ管理）、経営資源の配分（人・モノ・金等）、Ｍ＆Ａやアライアンス戦略かなどの意思決定を行う。 

 １７  事業部が存在している企業の事業戦略は、事業部ごとや戦略的事業単位（ＳＢＵ）で実行される。 

 １８  ＳＢＵでは、顧客体験やＳＣの魅力などのソフトの刷新よりも、老朽化した施設の大型リニューア

ルによって業績を向上させることが最優先である。 

 １９  機能戦略とは、企業の経営戦略や事業戦略を実現するために、各機能部門が策定・実行する具体的

な施策である。 

 ２０  戦略は短期的かつ部分的なもので、戦術は大局的で長期的な目標に向けた具体的な行動計画である。 

 

 

【Ｂ群】経営戦略の理論に関し、次の  ２１  ～  ２５  の語句に対応する最も適切な説明文章を下記の

１～８の中から選び、解答欄にその番号をマークしなさい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（説明文章）１．限られた経営資源を戦略的に配分することが目的である。 

２．既存顧客の定着を促すことを目指す戦略。 

３．競争相手の少ないビジネスモデルや市場を探し、戦うこと。 

４．既存と新規の製品と市場を組み合わせて4つの戦略を考える。 

５．持続可能な経営を目指す。 

６．社内の業務プロセスや手続きの改善を目的とする。 

７．「コストリーダーシップ」「差別化」「集中」の３つの基本戦略。 

８．多くの企業が参入し、競争が激化している市場・領域。 

  

 ２１  アンゾフの成長マトリクス 

 ２２  ポーターの競争戦略 

 ２３  ＰＰＭ 

 ２４  ブルー・オーシャン戦略 

 ２５  ＣＳＶ・ＥＳＧ経営 
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【第４問】〈配点 10点〉              （解答番号は  ２６  から  ３５  ） 

 

次の文章は、「生成ＡＩ時代の企業戦略」に関する記述である。空欄に入る最も適切な語句を下記の語群から選

び、解答欄にその番号をマークしなさい。 

 

 

経済産業省は、企業が生成ＡＩ時代に対応するためには、次の4つの観点からアプローチする必要があるとし

ている。 

 

 

 

 

 

 

（Ａ群語群）（  ２６  ～  ３１  ） 

１ 創造的 ２ 防衛 ３ 研修 ４ 収集 

５ 観察 ６ ビジョン ７ ミッション ８ リスキリング 

９ 挑戦的 １０ 監視 １１ 独創的 １２ スキルアップ 

（Ｂ群語群）（  ３２  ～  ３５  ） 

１ エネルギー ２ コスト ３ 誤情報 ４ エコシステム 

５ 著作権 ６ 創作権 ７ 商標権 ８ プラットフォーム 

９ 誤認識 １０ インフラ 

 

  

戦略・対応策 具体的な内容

生成AI活用の（26 ）ビジョン策定
企業のDX（デジタルトランスフォーメーション）戦略に生成AIを組み込

み、全社的な活用方針を明確化する。

データ活用基盤の整備 AI活用のためのデータ（27 ）収集・管理・分析の仕組みを構築する。

リスク管理とガバナンス
データ漏洩やAIの誤作動によるリスクを最小化するためのルール策定と

（28）監視体制を構築する。

AIスキルを持つ人材の確保・育成
プロンプトエンジニアリング、データ分析、AI倫理などの専門スキルを

持つ人材を確保・育成する。

（29）リスキリングの推進
既存社員向けにAI活用スキル習得のための（30）研修や学習プログラム

を提供する。

業務プロセスの再設計
AIを活用して業務の効率化を図り、人間がより（31）創造的な業務に集

中できるようにする。

生成AIを活用した新サービスの開発
AIを活用したパーソナライズドサービスや、AI支援型の（32）プラット

フォームを開発する。

業務の自動化による（33）コスト削減
AIによるカスタマーサポートの自動化、マーケティングの最適化、ド

キュメント作成の効率化などを推進する。

AIのAPI提供・ライセンスビジネスの展開
自社開発のAI技術を他社向けにAPI提供し、新たな収益モデルを構築す

る。

知的財産権・データ管理の整備
生成AIが生み出すコンテンツの（34）著作権・データの取り扱いについ

て社内ルールを策定する。

AI倫理・コンプライアンスの強化
AIの（35）誤情報拡散やバイアスを防ぐための倫理ガイドラインを策定

し、企業全体での適用を徹底する。

政府・業界ガイドラインの活用
経済産業省の「AI利活用ガイドブック」や業界団体のガイドラインを参

考に、適切なAI運用を行う。

経営層の関与

組織・人材の変革

新たなビジネスモデルの構築

法的・倫理的リスクへの対応

カテゴリー

A群

B群

戦略・対応策 具体的な内容

生成ＡＩ活用の　　　　　策定
企業のDX（デジタルトランスフォーメーション）戦略に生

成ＡＩを組み込み、全社的な活用方針を明確化する。

データ活用基盤の整備
ＡＩ活用のためのデータ　　　　　・管理・分析の仕組み

を構築する。

リスク管理とガバナンス
データ漏洩やＡＩの誤作動によるリスクを最小化するため

のルール策定と　　　　　体制を構築する。

ＡＩスキルを持つ人材の確保・育成
プロンプトエンジニアリング、データ分析、ＡＩ倫理など

の専門スキルを持つ人材を確保・育成する。

の推進
既存社員向けにＡＩ活用スキル習得のための　　　　　や

学習プログラムを提供する。

業務プロセスの再設計
ＡＩを活用して業務の効率化を図り、人間がより　

な業務に集中できるようにする。。

生成ＡＩを活用した新サービスの開発
ＡＩを活用したパーソナライズドサービスや、ＡＩ支援型

の　　　　　を開発する。

業務の自動化による　　　　　削減
ＡＩによるカスタマーサポートの自動化、マーケティング

の最適化、ドキュメント作成の効率化などを推進する。

ＡＩのＡＰＩ提供・ライセンスビジネス

の展開

自社開発のＡＩ技術を他社向けにＡＰＩ提供し、新たな収

益モデルを構築する。

知的財産権・データ管理の整備
生成ＡＩが生み出すコンテンツの　　　　　・データの取

り扱いについて社内ルールを策定する。

ＡＩ倫理・コンプライアンスの強化
ＡＩの　　　　　拡散やバイアスを防ぐための倫理ガイド

ラインを策定し、企業全体での適用を徹底する。

政府・業界ガイドラインの活用
経済産業省の「ＡＩ利活用ガイドブック」や業界団体のガ

イドラインを参考に、適切なＡＩ運用を行う。

カテゴリー

Ａ群

経営層の関与

組織・人材の変革

Ｂ群

新たなビジネスモデルの構築

法的・倫理的リスクへの対応

２８

２７

２６

２９
３０

３１

３４

３２

３３

３５
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【第５問】〈配点 10点〉              （解答番号は  ３６  から  ４０  ） 

 

次の文章は、「不動産投資」に関する事項である。空欄に入る最も適切な語句を下記の語群から選び、解答欄に

その番号をマークしなさい。 

 

 

 ３６   ３６  とは、資産の証券化などに際して、資産と投資家とを結ぶ機能を担う組織体をいう。 

 ３６  の形は、特定目的会社等の会社組織、特定目的信託等の信託、匿名組合等の組合組織な

ど、多様である。 

語群 
１．ファンド ２．ＳＰＣ ３．投資信託 

４．私募ファンド ５．ビークル 

 

 ３７  不動産の証券化を実現するために各段階の実務を行う参加者（不動産を所有するオリジネーター、

証券を発行・販売する者、投資家など）の間に立ち、調整を行う者のことを  ３７  という。 

語群 
１．アレンジャー ２．プロパティマネジャー ３．ファンドマネジャー 

４．アセットマネジャー ５．サービサー 

 

 ３８  投資の実質利回りと金利との差をいい、投資判断の目安として使われる。 

 ３８  が大きければ当該投資は割安であると考えられている。 

 ３８  を算出する場合の金利は、長期国債の金利や銀行からの借入金利が用いられる。 

語群 
１．イールドスプレッド ２．ベンチマーク ３．インカムゲイン 

４．イールドギャップ ５．ＩＲＲ 

 

 ３９   ３９  とは、ある一定期間の純営業利益（ＮＯＩ）を同期間の借入金の元利返済額で割って求め

る借入金返済の安全度を測る尺度で、「借入金償還余裕率」「返済余力割合」のこと。 

語群 
１．ＤＳＣＲ ２．ＩＣＲ ３．Ｄ/ＥＲａｔｉｏ 

４．Ｄ/ＡＲａｔｉｏ ５．ＬＴＶ 

 

 ４０  不動産投資において  ４０  とは、投資家が保有資産を処分し、投下資本を回収・利益確定する

ための計画・手段をいう。 

語群 
１．流動化戦略 ２．損失確定 ３．出口戦略 

４．最適戦略 ５．入口戦略 
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【第６問】〈配点 10点〉              （解答番号は  ４１  から  ４５  ） 

 

次の一覧表は、「Ｍ＆Ａにおける主要な企業評価手法」に関する記述である。空欄に入る最も適切な語句を下記

の語群から選び、解答欄にその番号をマークしなさい。 

 

 

 
 

 

 

 

語群（  ４１  ～  ４５  ） 

１ 知識集約 ２ 労働集約 ３ 時価 ４ ＦＣＦ ５ 業界 

６ 原価 ７ 資本集約 ８ ＩＰＯ ９ 商業界 １０ ＥＢＩＴＤＡ 

１１ ＫＫＲ １２ 全産業 １３ 相場 １４ ＤＣＦ １５ ＤＳＣＲ 

 

  

手　法 評価手法 概要 主な特徴 適用ケース

（41）!! "" ##法 将来のキャッシュフローを現在価値に割引
・将来の収益性を反映できる

・割引率や成長率の設定が難しい
成長企業の評価

配当還元法 将来の配当を基に評価
・安定した配当を考慮

・配当を出さない企業には適用不可
安定企業の評価

EVA法

（経済的付加価値法）

純営業利益（NOPAT）から資本コストを差し引き

余剰利益を評価

・実際の価値創造を正確に捉える

・戦略的意思決定に役立つ
（42）資本集約型企業の評価

類似会社比較法 類似企業のPERやEV/（43）$$ %% &&'' !! ((を基準に評価
・市場の実勢価格を反映

・適切な比較対象の選定が必要
上場企業の評価

取引事例比較法 過去のM&A事例を基に評価
・実際の取引データを活用可能

・最新データの取得が難しい
（44）業界標準の把握

簿価純資産法 貸借対照表の純資産額を基に評価
・計算が容易

・（45）時価を反映しない
非上場企業の評価

（45）時価純資産法 資産・負債を（45）時価評価
・隠れた資産価値を考慮

・評価に時間とコストがかかる
非上場企業・不動産保有企業

清算価値法 企業を清算した場合の価値を算出
・最低限の価値を把握可能

・事業継続前提の評価には適さない
破綻企業の評価

マーケット・アプローチ

　　（市場アプローチ）

コスト・アプローチ

   　（資産アプローチ）

インカム・アプローチ

　　（収益アプローチ）

【第６問】〈配点 10点〉              （解答番号は  ４１  から  ４５  ） 

 

次の一覧表は、「Ｍ＆Ａにおける主要な企業評価手法」に関する記述である。空欄に入る最も適切な語句を下記

の語群から選び、解答欄にその番号をマークしなさい。 

 

 

 
 

 

 

 

語群（  ４１  ～  ４５  ） 

１ 知識集約 ２ 労働集約 ３ 時価 ４ ＦＣＦ ５ 業界 

６ 原価 ７ 資本集約 ８ ＩＰＯ ９ 商業界 １０ ＥＢＩＴＤＡ 

１１ ＫＫＲ １２ 全産業 １３ 相場 １４ ＤＣＦ １５ ＤＳＣＲ 

 

  

手　法 評価手法 概要 主な特徴 適用ケース

（41）!! "" ##法 将来のキャッシュフローを現在価値に割引
・将来の収益性を反映できる

・割引率や成長率の設定が難しい
成長企業の評価

配当還元法 将来の配当を基に評価
・安定した配当を考慮

・配当を出さない企業には適用不可
安定企業の評価

EVA法

（経済的付加価値法）

純営業利益（NOPAT）から資本コストを差し引き

余剰利益を評価

・実際の価値創造を正確に捉える

・戦略的意思決定に役立つ
（42）資本集約型企業の評価

類似会社比較法 類似企業のPERやEV/（43）$$ %% &&'' !! ((を基準に評価
・市場の実勢価格を反映

・適切な比較対象の選定が必要
上場企業の評価

取引事例比較法 過去のM&A事例を基に評価
・実際の取引データを活用可能

・最新データの取得が難しい
（44）業界標準の把握

簿価純資産法 貸借対照表の純資産額を基に評価
・計算が容易

・（45）時価を反映しない
非上場企業の評価

（45）時価純資産法 資産・負債を（45）時価評価
・隠れた資産価値を考慮

・評価に時間とコストがかかる
非上場企業・不動産保有企業

清算価値法 企業を清算した場合の価値を算出
・最低限の価値を把握可能

・事業継続前提の評価には適さない
破綻企業の評価

マーケット・アプローチ

　　（市場アプローチ）

コスト・アプローチ

   　（資産アプローチ）

インカム・アプローチ

　　（収益アプローチ）
手　法 評価手法 概要

法
将来のキャッシュフローを現在価値

に割引

配当還元法 将来の配当を基に評価

ＥＶＡ法

（経済的付加価値法）

純営業利益（ＮＯＰＡＴ）から資本

コストを差し引き余剰利益を評価

類似会社比較法
類似企業のＰＥＲやＥＶ/　　　　　　 

を基準に評価

取引事例比較法 過去のＭ＆Ａ事例を基に評価

簿価純資産法 貸借対照表の純資産額を基に評価

純資産法 資産・負債を　　　　　評価

清算価値法 企業を清算した場合の価値を算出

インカム・

アプローチ

（収益アプローチ）

マーケット・

アプローチ

（市場アプローチ）

コスト・

アプローチ

（資産アプローチ）

主な特徴 適用ケース

・将来の収益性を反映できる

・割引率や成長率の設定が難しい
成長企業の評価

・安定した配当を考慮

・配当を出さない企業には適用不可
安定企業の評価

・実際の価値創造を正確に捉える

・戦略的意思決定に役立つ
型企業の評価

・市場の実勢価格を反映

・適切な比較対象の選定が必要
上場企業の評価

・実際の取引データを活用可能

・最新データの取得が難しい
標準の把握

・計算が容易

・　　　　  を反映しない
非上場企業の評価

・隠れた資産価値を考慮

・評価に時間とコストがかかる

非上場企業・

不動産保有企業

・最低限の価値を把握可能

・事業継続前提の評価には適さない
破綻企業の評価

４５

４１

４３

４５４５

４２

４４
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【第７問】〈配点 10点〉              （解答番号は  ４６  から  ５０  ） 

 

次の一覧表は、「経営計画」と「事業計画」に関する記述である。空欄に入る最も適切な語句を下記の語群から

選び、解答欄にその番号をマークしなさい。 

 

  

経営計画は、企業全体の中長期的な方向性やビジョンを達成するために、経営資源をどのように配分・活用し、

どの方向に進むかを体系的に示した計画のことである。一方、事業計画は、特定の事業や部門、またはプロジ

ェクト単位で策定される、より具体的で実行可能な短中期の計画である。 

 

【経営計画の構成要素（例）】 

        

   

 

 

【事業計画の構成要素（例）】 

        

 

 

語群（  ４６  ～  ５０  ） 

１ タイムライン ２ マーケティング ３ 管理 ４ 達成 ５ ターゲット 

６ 属性 ７ 調達 ８ 定量 ９ ＫＦＳ １０ トラッキング 

１１ 定性 １２ セグメント １３ ＬＴＶ １４ 詳細 １５ ＫＰＩ 

 

 

 

項目 内容

1. 経営理念・ビジョン 企業の使命や将来像、目指す方向性

2. 経営環境分析 外部環境（市場・競合）と内部資源の分析（S WOT等）

3. 基本方針・経営戦略 中長期的な成長戦略、競争戦略、重点施策など

4. 組織・人材戦略 組織体制の整備、人材の育成・配置方針

5. 財務目標・数値計画 売上高、利益、ROE、投資額などの（46）定量目標

6. 投資・資源配分方針 設備投資、人材投資などの方向性

7. リスク管理とガバナンス 経営リスクへの対応と企業統治体制

8. 実行・評価体制 計画の進捗管理、（47）!! "" ##設定、評価・改善の仕組み

項目 内容

1. 事業概要 事業の目的、内容、特徴などの全体像

2. 市場・競合分析 ターゲット市場の規模や競合の動向

3. 商品・サービス 提供する商品やサービスの内容

4. 販売・集客戦略 （48）マーケティング、販売方法、チャネル

5. 実行体制 人員、役割分担、組織体制

6. スケジュール 実施計画と主要な（49）タイムライン

7. 収支計画 売上、コスト、利益などの数値計画

8. 資金（50）調達・使途 必要な資金の金額と使い道

9. リスクと対策 想定される課題とその対応策

項目 内容

1. 経営理念・ビジョン 企業の使命や将来像、目指す方向性

2. 経営環境分析 外部環境（市場・競合）と内部資源の分析（ＳＷＯＴ等）

3. 基本方針・経営戦略 中長期的な成長戦略、競争戦略、重点施策など

4. 組織・人材戦略 組織体制の整備、人材の育成・配置方針

5. 財務目標・数値計画 売上高、利益、ＲＯＥ、投資額などの　　　　目標

6. 投資・資源配分方針 設備投資、人材投資などの方向性

7. リスク管理とガバナンス 経営リスクへの対応と企業統治体制

8. 実行・評価体制 計画の進捗管理、　　　　設定、評価・改善の仕組み

項目 内容

1. 事業概要 事業の目的、内容、特徴などの全体像

2. 市場・競合分析 ターゲット市場の規模や競合の動向

3. 商品・サービス 提供する商品やサービスの内容

4. 販売・集客戦略 、販売方法、チャネル

5. 実行体制 人員、役割分担、組織体制

6. スケジュール 実施計画と主要な

7. 収支計画 売上、コスト、利益などの数値計画

8. 資金　　　　・使途 必要な資金の金額と使い道

9. リスクと対策 想定される課題とその対応策

４６

４７

５０

４８

４９

項目 内容

1. 経営理念・ビジョン 企業の使命や将来像、目指す方向性

2. 経営環境分析 外部環境（市場・競合）と内部資源の分析（ＳＷＯＴ等）

3. 基本方針・経営戦略 中長期的な成長戦略、競争戦略、重点施策など

4. 組織・人材戦略 組織体制の整備、人材の育成・配置方針

5. 財務目標・数値計画 売上高、利益、ＲＯＥ、投資額などの　　　　目標

6. 投資・資源配分方針 設備投資、人材投資などの方向性

7. リスク管理とガバナンス 経営リスクへの対応と企業統治体制

8. 実行・評価体制 計画の進捗管理、　　　　設定、評価・改善の仕組み

項目 内容

1. 事業概要 事業の目的、内容、特徴などの全体像

2. 市場・競合分析 ターゲット市場の規模や競合の動向

3. 商品・サービス 提供する商品やサービスの内容

4. 販売・集客戦略 、販売方法、チャネル

5. 実行体制 人員、役割分担、組織体制

6. スケジュール 実施計画と主要な

7. 収支計画 売上、コスト、利益などの数値計画

8. 資金　　　　・使途 必要な資金の金額と使い道

9. リスクと対策 想定される課題とその対応策

４６

４７

５０

４８

４９
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【第８問】〈配点 10点〉              （解答番号は  ５１  から  ６０  ） 

 

次の文章は、「（企業）事業再生」に関する記述である。空欄に入る最も適切な語句を下記の語群から選び、解

答欄にその番号をマークしなさい。 

 

 

【Ａ群】主な法的整理の手法と概要 

 

 

 

 

（Ａ群語群）（  ５１  ～  ５７  ） 

１ 借入 ２ 大企業 ３ 分割 ４ 回避 ５ スポンサー 

６ 支給 ７ パートナー ８ 中小企業 ９ 返済 １０ コンサルタント 

１１ 法的 １２ 関連会社 １３ 分配 １４ 私的 １５ 転嫁 

 

 

【Ｂ群】事業再生のための金融支援手法 

 

 

 

 

（Ｂ群語群）（  ５８  ～  ６０  ） 

１ 元本 ２ 債券 ３ 資産 ４ 株式 ５ 社債 

６ 原資 ７ 基金 ８ 資本 ９ 資金 １０ 投資 

手法 概　　要 企業の継続 主な特徴

特別清算 会社を清算し、債権者と調整しながら負債を整理する 不能

・破産よりも柔軟な清算手続き

・破産よりも手続きが簡便で、裁判所の関与が少ない

・主に子会社や（55）関連会社の整理に利用

特別調停
裁判所が仲介し、企業と債権者が自主的に再建計画を話し

合う調停手続き
ー

・迅速かつ柔軟な調整が可能で破産を（56）回避できる

・債権者の同意が必要

・調停が不成立の場合、他の（57）法的整理が必要

破産 企業の資産を清算し、債権者に（54）分配する 不能

・事業の継続は不可

・裁判所が破産管財人を選任し、資産を整理

・債権者に公平に（54）分配

民事再生 裁判所の監督下で債務整理を行いながら、企業を再建する 継続

・経営陣が引き続き会社を運営可能

・債務の減額や（51）返済猶予が可能

・取引先の協力が必要

会社更生 更生管財人が経営を引き継ぎ、企業の大規模な再建を行う 継続

・主に（52）大企業向け

・経営陣が退任し、管財人が指揮

・資産売却や（53）スポンサー支援を活用

手　法 概　要 主な特徴

債務リスケジューリング

　　　　　（リスケ）

借入金の返済期間延長や（58）元本据え置き

を行い資金繰りを改善

・迅速な対応が可能

・抜本的な財務改善には不十分な場合がある

DES（債務の（59）株式化） 借入金を（59）株式に転換し負債圧縮
・財務の健全化が可能

・既存株主の持分が希薄化する

DDS（債務の劣後ローン化）
既存債務の一部を劣後ローン化し（60）資本

性資金とみなす

・財務体質の改善と追加融資の可能性向上

・債務そのものは減らない

手法 概　　要 企業の継続

特別清算 会社を清算し、債権者と調整しながら負債を整理する 不能

特別調停
裁判所が仲介し、企業と債権者が自主的に再建計画を

話し合う調停手続き
̶

破産 企業の資産を清算し、債権者に　　　　　 する 不能

民事再生
裁判所の監督下で債務整理を行いながら、企業を再建

する
継続

会社更生
更生管財人が経営を引き継ぎ、企業の大規模な再建を

行う
継続

主な特徴

・破産よりも柔軟な清算手続き

・破産よりも手続きが簡便で、裁判所の関与が少ない

・主に子会社や　　　　　 の整理に利用

・迅速かつ柔軟な調整が可能で破産を　　　　　できる

・債権者の同意が必要 

・調停が不成立の場合、他の　　　　　 整理が必要

・事業の継続は不可

・裁判所が破産管財人を選任し、資産を整理

・債権者に公平に

・経営陣が引き続き会社を運営可能

・債務の減額や　　　　　 猶予が可能

・取引先の協力が必要

・主に　　　　　 向け

・経営陣が退任し、管財人が指揮

・資産売却や　　　　　 支援を活用

手　法 概　要

債務リスケジューリング

　　　　　　 （リスケ）　
借入金の返済期間延長や　　　　　据え置き

を行い資金繰りを改善

ＤＥＳ（債務の　　　　　化） 借入金を　　　　　に転換し負債圧縮

ＤＤＳ（債務の劣後ローン化）
既存債務の一部を劣後ローン化し

　　　　　性資金とみなす

主な特徴

・迅速な対応が可能

・抜本的な財務改善には不十分な場合がある

・財務の健全化が可能

・既存株主の持分が希薄化する

・財務体質の改善と追加融資の可能性向上

・債務そのものは減らない

５４

５１

５２

５３

５４

５５

５６

５７

５９

５８

５９

６０

手法 概　　要 企業の継続

特別清算 会社を清算し、債権者と調整しながら負債を整理する 不能

特別調停
裁判所が仲介し、企業と債権者が自主的に再建計画を

話し合う調停手続き
̶

破産 企業の資産を清算し、債権者に　　　　　 する 不能

民事再生
裁判所の監督下で債務整理を行いながら、企業を再建

する
継続

会社更生
更生管財人が経営を引き継ぎ、企業の大規模な再建を

行う
継続

主な特徴

・破産よりも柔軟な清算手続き

・破産よりも手続きが簡便で、裁判所の関与が少ない

・主に子会社や　　　　　 の整理に利用

・迅速かつ柔軟な調整が可能で破産を　　　　　できる

・債権者の同意が必要 

・調停が不成立の場合、他の　　　　　 整理が必要

・事業の継続は不可

・裁判所が破産管財人を選任し、資産を整理

・債権者に公平に

・経営陣が引き続き会社を運営可能

・債務の減額や　　　　　 猶予が可能

・取引先の協力が必要

・主に　　　　　 向け

・経営陣が退任し、管財人が指揮

・資産売却や　　　　　 支援を活用

手　法 概　要

債務リスケジューリング

　　　　　　 （リスケ）　
借入金の返済期間延長や　　　　　据え置き

を行い資金繰りを改善

ＤＥＳ（債務の　　　　　化） 借入金を　　　　　に転換し負債圧縮

ＤＤＳ（債務の劣後ローン化）
既存債務の一部を劣後ローン化し

　　　　　性資金とみなす

主な特徴

・迅速な対応が可能

・抜本的な財務改善には不十分な場合がある

・財務の健全化が可能

・既存株主の持分が希薄化する

・財務体質の改善と追加融資の可能性向上

・債務そのものは減らない

５４

５１

５２

５３

５４

５５

５６

５７

５９

５８

５９

６０
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【第９問】〈配点 10点〉              （解答番号は  ６１  から  ７０  ） 

 

次の文章は、「官民連携（ＰＰＰ）」に関する記述である。空欄に入る最も適切な語句を下記の語群から選び、

解答欄にその番号をマークしなさい。 

 

 

 ６１   ６１  とは、建設・資金調達を民間が担って、完成後は所有権を公共に移転し、その後は一定

期間、運営を同一の民間に委ねる方式。 

 

 ６２   ６２  とは、特定の地理的範囲や事業範囲において、民間事業者が契約等によって独占的な営

業権を与えられたうえで行われる事業の方式。 

 

 ６３   国や地方公共団体と民間が共同して出資や経営をする企業や団体のことを  ６３  という。 

 

 ６４   ６４  は、2003年の地方自治法改正により導入されたもので、地方自治体が設置する公の施設

について、管理運営を民間に委託する仕組みである。 

 

 ６５   ６５  とは、民間事業者が施設を改修し、管理・運営する事業で、所有権の移転はなく、地方

公共団体が所有者となる方式。 

 

 ６６   民間事業者が施設等を建設し、維持・管理及び運営し、事業終了後に公共施設等の管理者等に施設

所有権を移転する事業方式を  ６６  という。 

 

 ６７   公的ストックである公園に期待される防災やコミュニティ形成などの効果を効率的な技術や運営 

の手法を用いて最小限のコストで最大化させようとする手法を  ６７  という。 

 

 ６８   民間事業者が施設等を建設し、維持・管理及び運営し、事業終了時点で民間事業者が施設を解体・

撤去する等の事業方式を  ６８  という。 

 

 ６９   公共団体が複数の業務や施設を一括して民間事業者に委託する方式を、包括的  ６９  という。 

 

 ７０   国や地方公共団体が施設を設置し、その運営を民間事業者が行うことを  ７０  という。 

 

 

語群（  ６１  ～  ７０  ） 

１ ＢＴＯ方式 ２ ＰＦＩ方式 ３ ＢＯＴ方式 ４ 業務委託 ５ 
パークマネ

ジメント 

６ ＢＯＯ方式 ７ 民間委託 ８ 
指定管理者

制度 
９ 民設公営 １０ 

コンセッシ

ョン方式 

１１ 公設民営 １２ ＲＯ方式 １３ 
民間提案制

度 
１４ ＤＢ方式 １５ 第三セクター 
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【第１０問】〈配点 10点〉             （解答番号は  ７１  から  ７５  ） 

 

次の文章は、「マーケティング戦略とフレームワーク」に関する記述である。空欄に入る最も適切な語句を下記

の語群から選び、解答欄にその番号をマークしなさい。 

 

                     

 ７１  ＰＥＳＴ分析や  ７１  分析、３Ｃ分析は主に自社を取り巻く外部環境を分析することに主眼を

おいたフレームワークである。 

語群 
１．サステナブル ２．ＳＴＰ ３．５フォース 

 

 ７２  内部環境を分析するフレームワークは、企業やプロジェクトの内部資源や能力を評価し、 ７２  

を明らかにするために活用される。 

語群 
１．イノベーション ２．ブランド・エクイティ ３．競争優位性 

 

 ７３  企業には、ハードとソフトの経営資源があるととらえ、それらの資源をもとに最適な事業戦略を考

えるための内部環境分析のフレームワークが、マッキンゼーが提唱した  ７３  である。 

語群 
１．３層モデル ２．７Ｓ ３．構造的フレーム 

 

 ７４  ＶＲＩＯ分析は、経済価値、  ７４  、模倣困難性、組織の４つの視点から企業が持つ経営資源

や能力の競争優位性を分析するフレームワークである。 

語群 
１．リソース ２．希少性 ３．魅力度 

 

 ７５ 「コアコンピタンス」がバリューチェーン上における特定の技術力や製造能力を指すのに対し、「ケ

イパビリティ」はバリューチェーン全体に及ぶ  ７５  であると定義されている。 

語群 
１．行動力 ２．組織能力 ３．機動力 
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【第１１問】〈配点 10点〉             （解答番号は  ７６  から  ８５  ） 

 

次の文章は、「エリアマーケティング戦略」に関する記述である。空欄に入る最も適切な語句を下記の語群から

選び、解答欄にその番号をマークしなさい。 

 

 

（Ａ群） 

エリアマーケティングとは、特定  ７６  や商圏など地理的なエリアを単位として  ７７  環境を分析し、

その特性に応じた効果的なマーケティング戦略を展開する手法である。この手法の目的は、対象エリアでの顧

客ニーズの的確な把握と  ７８  の最大化、競争優位性の確立などにある。エリアマーケティングは、対象

エリアの  ７９  構成、購買行動、競合状況、文化的特徴などのデータに基づいて商品の販売戦略やプロモ

ーション戦略、  ８０  活動を最適化する。特に近年は、ビッグデータや地理情報システムを活用すること

で、より精緻で実用的な戦略策定が可能になっている。 

 

（Ａ群語群）（  ７６  ～  ８０  ） 

１ 価値 ２ 業界 ３ 市場 ４ 広告 

５ 人口 ６ 事業 ７ 組織 ８ 売上 

９ 規模 １０ 地域 

 

 

（Ｂ群） 

デジタル時代のエリアマーケティングは大きく変わりつつある。特に  ８１  やアプリを駆使することで、

より効果的にターゲットエリアの消費者にアプローチできるようになり、さらに、データ解析がこれに重要な

役割を果たす。  ８１  では、Ｉｎｓｔａｇｒａｍは特定の地域に関連した  ８２  を使用して投稿を行

うことで、そのエリアの興味関心のあるユーザーを抽出できる。 

 ８３  や X（エックス）では、地域限定の広告配信を行うことで、特定の地域の消費者に  ８４  プロモ

ーションを行うことも可能である。また、アプリは、  ８５  情報を利用し、特定の地域の消費者をターゲ

ットにしたマーケティングが可能である。 

 

（Ｂ群語群）（  ８１  ～  ８５  ） 

１ ＳＮＳ ２ 位置 ３ メタタグ ４ ハッシュタグ 

５ Ｍｅｔａｖｅｒｓｅ ６ 間接 ７ Ｃｈａｔ ＧＰＴ ８ Ｆａｃｅｂｏｏｋ 

９ 地理 １０ 直接 

  



- 13 -

【第１２問】〈配点 10点〉             （解答番号は  ８６  から  ９５  ） 

 

次の文章は、「ダイバーシティ経営」に関する記述である。空欄に入る最も適切な語句を下記の語群から選び、

解答欄にその番号をマークしなさい。 

 

 

【Ａ群】 

経済産業省では、ダイバーシティ経営を「多様な人材を活かし、その能力が最大限発揮できる機会を提供する

ことで、イノベーションを生み出し、価値創造につなげている経営」と定義している。 

ダイバーシティ経営とは、企業が多様な人材（性別、年齢、国籍、  ８６  の有無、価値観、働き方など）

の個性や能力を活かし、組織の  ８７  を高め、持続可能な成長を実現する  ８８  のことを指すのであ

る。 

 

（Ａ群語群）（  ８６  ～  ８８  ） 

１ 競争力 ２ 資源戦略 ３ 雇用戦略 ４ 知財 ５ 相違 

６ 経営戦略 ７ 技術力 ８ 障害 ９ 行動力 １０ 差異 

 

 

【Ｂ群】 

ダイバーシティ経営の概念は、日本では 2000 年代以降に注目され、企業の社会的責任（  ８９  ）や持続

可能な開発目標（ＳＤＧｓ）とも密接に関連している。 

ダイバーシティ経営で生じるメリットは、大きく分けて4つある。 

１）人材  ９０  の向上・強化 

２） ９１  能力の向上 

３）イノベーション創出、生産性の向上 

４） ９２  など社外からの  ９３  の向上 

ダイバーシティの推進は、一朝一夕には実現できないがダイバーシティ推進の重要性は認識されつつある。今

後、法制度のさらなる整備や企業の  ９４  な取り組み強化、社会全体の  ９５  などを通じて、ダイバ

ーシティ推進がさらに加速することが期待される。 

 

（Ｂ群語群）（  ８９  ～  ９５  ） 

１ ＣＳＲ ２ 仕入力 ３ リスク管理 ４ ＥＳＧ ５ 統治 

６ 風評 ７ 評価 ８ ＣＳＶ ９ 従業員 １０ 意識改革 

１１ 顧客 １２ 強制的 １３ 獲得力 １４ 自主的 １５ 価値判断 
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【第１３問】〈配点 10点〉            （解答番号は  ９６  から  １０５  ） 

 

次の文章は、「働き方改革」に関する記述である。空欄に入る最も適切な語句を下記の語群から選び、解答欄に

その番号をマークしなさい。 

 

 

【Ａ群】 

 
 

（Ａ群語群）（  ９６  ～  １００  ） 

１ ストレスチェック ２ メンタルヘルス ３ キャリアアップ ４ ワークアズライフ 

５ ダブルケア ６ テレワーク ７ ノマド ８ ワーク・ライフ・バランス 

９ マインドセット １０ キャリアプラン 

 

【Ｂ群】 

 １０１  労働者の労働条件について最低基準を定めた法律のこと。 

語群 
１．労働契約法 ２．労働基準法 ３．労働安全衛生法 ４．最低賃金法 

 

 １０２  １週間の所定労働時間が、同じ事業主に雇用される通常の労働者に比べ短い労働者のこと。 

語群 
１．パートタイム労働者 ２．有期雇用労働者 ３．フルタイムパート労働者 ４．常用労働者 

 

 １０３  労動者の労働時間は、原則として１日８時間以内・週40時間以内に制限されていること。 

語群 
１．拘束時間 ２．月平均所定労働時間 ３．所定労働時間 ４．法定労働時間 

 

 １０４  あらかじめ所定の労働時間を定めておいて、その時間に労働者が勤務をしたとみなす制度のこと。 

語群 
１．労働時間制 ２．事業場外労働制 ３．みなし労働時間制 ４．裁量労働制 

 

 １０５  使用者は労動者に対して、週1日以上又は4週間で4日以上の休日を与えなければならない。 

語群 
１．法定休日 ２．所定休日 ３．振替休日 ４．法定外休日 

（96）ワーク・ライフ・バランス プライベートを充実させるために仕事と生活の時間配分を行うこと

（97）ノマド
オフィスや自宅などの特定の拠点を持たずに、カフェや図書館、ホテル

など好きな場所で自由に仕事するスタイルのこと

（98）キャリアプラン 将来の仕事について理想像を明確にし、実現を目指す具体的な行動計画

（99）ダブルケア 育児と介護を同時に抱える状況

（100）メンタルヘルス

すべての個人が自らの可能性を認識し、生命の通常のストレスに対処

し、生産的かつ効果的に働き、コミュニティに貢献することができる健

全な状態

プライベートを充実させるために仕事と生活の時間配分を行うこと

オフィスや自宅などの特定の拠点を持たずに、カフェや図書館、ホテルなど

好きな場所で自由に仕事するスタイルのこと

将来の仕事について理想像を明確にし、実現を目指す具体的な行動計画

育児と介護を同時に抱える状況

すべての個人が自らの可能性を認識し、生命の通常のストレスに対処し、生

産的かつ効果的に働き、コミュニティに貢献することができる健全な状態

９６

９７

９８

９９

１００
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【第１４問】〈配点 10点〉           （解答番号は  １０６  から  １１５  ） 

 

次の文章は、2027年 4月１日以後に適用開始（除く中小企業）されることとなった「新リース会計基準」に関

する記述である。空欄に入る最も適切な語句を下記の語群から選び、解答欄にその番号をマークしなさい。 

 

 

【Ａ群】リース会計基準の主な変更点          

 

 

 

 

（Ａ群語群）（  １０６  ～  １０８  ） 

１ 収益権 ２ 減価償却費 ３ 処分権 ４ クロスボーダー 

５ 使用権 ６ 割増償却費 ７ 所有権 ８ ファイナンス 

９ 定額償却費 １０ メンテナンス 

 

 

【Ｂ群】リース会計基準の変更により小売業や不動産業等が受ける影響 

 １０９   新リース会計の基準改正は「日本において  １０９  との調和を目指すJFRSの一環」でもあ

る。 

 １１０   全リース契約の情報（開始日・期間・  １１０  オプション・割引率など）を収集・データベ

ース化し、整備する必要がある。 

 １１１   リース負債が増加するため、  １１１  比率や財務レバレッジが悪化する可能性がある。 

 １１２   小売店等は直営店舗を増やすのではなく、  １１２  展開を進めることでリース負債を抑える

動きが加速する可能性がある。 

 １１３   小売店等は、新基準の適用外となる  １１３  契約を増やし、B/Sの負担軽減を図る可能性が

ある。 

 １１４   １１４  見込みの店舗は撤退（閉鎖・事業撤退）が検討されることがある。 

 １１５   金融機関は財務分析、信用リスク分析など  １１５  基準を厳格化する。 

 

（Ｂ群語群）（  １０９  ～  １１５  ） 

１ 審査 ２ ＦＡＳＢ ３ 延長 ４ 長期 ５ 減損 

６ ストック ７ 維持 ８ ＩＡＳＢ ９ ＦＣ １０ 短期 

１１ ＩＦＲＳ １２ 自己資本 １３ 監査 １４ 直営 １５ 売上高総利益 

 

項目 旧基準 新基準（国際会計基準 / 企業会計基準第38号）

リースの種類
(106)ファイナンス・リース と

　　　　　　オペレーティング・リース
ほぼすべてのリースをオンバランス化

貸借対照表 オペレーティング・リースはオフバランス (107)使用権資産とリース負債を計上

損益計算書 リース料を「賃借料」として費用計上 (108)減価償却費 +  利息費用として計上

キャッシュフロー計算書 リース料は営業キャッシュフローで処理 利息部分は営業CF、元本部分は財務CF

項目 旧基準

リースの種類
・リース と

　オペレーティング・リース

貸借対照表 オペレーティング・リースはオフバランス

損益計算書 リース料を「賃借料」として費用計上

キャッシュフロー計算書 リース料は営業キャッシュフローで処理

新基準（国際会計基準 / 企業会計基準第38号）

ほぼすべてのリースをオンバランス化

＋ 利息費用として計上

資産とリース負債を計上

利息部分は営業ＣＦ、元本部分は財務ＣＦ

１０６

１０７

１０８
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【第１５問】〈配点 10点〉           （解答番号は  １１６  から  １２５  ） 

 

次の文章は、「財務・会計」に関する記述である。空欄に入る最も適切な語句を下記の語群から選び、解答欄に

その番号をマークしなさい。 

 

 

 １１６   売上高から売上原価を差し引いたものが  １１６  で、企業が商品やサービスの販売からどれ

だけの利益を得たかを示す。 

 

 １１７   １１７  とは、売上に比例して増減する費用のこと。小売業であれば、売上に対して発生し

た売上原価のことである。 

 

 １１８   将来発生する可能性のある損失や費用に備えて、企業があらかじめ計上する金額のことを 

 １１８ という。 

 

 １１９   １１９ とは、有形固定資産の取得、建設、開発、または通常の使用に伴い、将来除去すると

きに見込まれる費用を見積もって計上するもの。 

 

 １２０   リース資産などの法定耐用年数が過ぎた後に残る資産価値のことを  １２０  という。 

 

 １２１   １２１  とは、企業の買収や合併の際に表面化する無形固定資産の一つで、企業のブランド

力や技術、信用力など、目に見えない価値を表す。  

 

 １２２   既に支払い済みまたは支払い義務が確定した費用で、将来にわたってその効果が続くと見込まれ

るものを  １２２  という。 

 

 １２３   １２３  とは、企業が得た利益のうち、配当金として株主に支払われず、企業内部に留保さ

れた部分を指す。 

 

 １２４   企業の負債が資産を上回る状態を  １２４  という。企業が所有する資産よりも負債が多く、

資産をすべて費やしても負債を返済できない状況を指す。倒産リスクが高まり、融資や補助金の

利用が難しくなる可能性がある。 

 

 １２５   １２５  とは、企業が自社の株式を市場から買い戻すことで得られる株式で、企業価値の向

上や株主還元の手段として使用されることが多い。 

 

 

語群（  １１６  ～  １２５  ） 

１ 債務超過 ２ 資産除去債務 ３ 営業権 ４ 引当金 ５ 繰延資産 

６ ＤＤＳ ７ 自己株式 ８ 売上総利益 ９ 減価償却費 １０ 利益剰余金 

１１ のれん １２ 自己資本 １３ 残存価額 １４ 変動費 １５ 資本剰余金 

 


